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社会資本総合整備計画

平成 22 年度 ～ 26 年度

１．地域の住宅政策の経緯及び現況

計画の名称 群馬県地域住宅等整備計画 地域住宅計画の名称 群馬地域(２期)

都道府県名 群馬県 作成主体名
群馬県、桐生市、伊勢崎市、太田市、沼田市、館林市、渋川市、藤岡市、富岡市、安中市、みどり市、
榛東村、吉岡町、下仁田町、南牧村、甘楽町、中之条町、長野原町、嬬恋村、草津町、高山村、東吾妻町、
片品村、川場村、昭和村、みなかみ町、玉村町、板倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町、群馬県地域住宅協議会

計画期間

群馬県（当該地域）は関東地方の北西部に位置し、人口約２００万人、世帯数約７５万世帯の地域である。
全県的な住宅状況を見ると、平成２０年住宅・土地統計調査によれば、住宅の総数は約８６万戸で住宅戸数が世帯数を上回ってお

り、非成長・成熟社会においてストックの有効活用が住宅政策において重要な課題となっている一方、年間約１万５千戸の住宅新築の
供給があり、県民への適切な住情報の提供についても重要な政策課題となっている。

地域的に見ると、中山間地域では高齢者の比率が上昇し、農林業の衰退と共に地域としての活力が衰えつつあることからより多くの
人々が定住するよう、魅力ある地域づくりと共に定住を促進するための住宅の確保が重要となっている。

また、前橋市、高崎市等都市部においても、人口の郊外への転出や商業活動の郊外化に伴い、中心市街地の人口の減少及び少子・高
齢化が進んでおり、中心市街地の活性化を図るため街なか居住を促進することが求められている。

以上のことから、県及び各市町村とも子育て世帯や高齢者等が安心して住み続けられる住宅ストックの充実を図ると共に、各地域の
特性を生かし、活性化を図るための住宅施策を行っている。

２．課題

特性を生かし、活性化を図るための住宅施策を行っている。

○昭和４０年～５０年代に建設された公営住宅のストックについて、居住環境の悪化が著しくなってきており、高齢者や障がい者、あ
るいは子育て世帯等のニ－ズに対応した公営住宅の供給が求められている。
○急速に高齢化が進展する中で、高齢者が住む住宅のバリアフリー化促進が求められている。
○地球温暖化など環境問題が深刻化する中で、環境に配慮した住まい・暮らしの実現が求められている。
○耐震性に不安のある住宅が多く存在することや、住宅に関する情報が不足していることから、住宅に対しての不安解消が求められて
いる。
○都市の拡散と中心市街地の衰退、中山間地域の衰退に歯止めをかけるため、地域の居住促進対策が求められている。



単 位 基準年度 目標年度

公営住宅の供給数
（住宅セーフティネットの確保）

戸
公営住宅の新規整備(建設、買取、借上)及
び建替の戸数と既存公営住宅の空き家募
集の戸数の合計値

0 22 10,000 26

耐震性が確保された住宅の割合 ％
全住宅数に対する耐震性が確保された住宅数
の割合 73.1% 20 81% 25

高齢者のいる住宅のバリアフリー化率 ％

高齢者（６５歳以上）が住む住宅のうち、一定の
バリアフリー対策（住戸内のトイレや浴室など2箇
所以上に手すりを設置または屋内の段差解消の
実施）を行った住宅ストックの比率

35.8% 20 65% 25

住宅市街地基盤整備事業に関連する住宅
宅地供給数

戸
関連する住宅宅地事業区域内における住宅宅
地供給数 3,116 21 4,475 26

狭あい道路の整備率 ％
狭あい道路整備事業（ハード事業）を実施する事
業主体における狭あい道路整備率

0% 22 1% 25

住宅及び住環境に対する満足率 ％
住生活総合調査による「満足＋まあ満足」
の割合

66.7% 20 70% 25

※計画期間の終了後、上記の指標を用いて評価を実施する。

３．計画の目標

高齢者、障がい者及び子育て世帯等や環境に配慮した豊かでゆとりある住まいづくりを目指すと共に、住宅及び住環境の安全性の確保
並びに住情報提供を行い安全で安心な住まい・まちづくりを目指す。また、各地域の特性を活かした住環境づくりや定住促進のための住
宅供給及び良好な景観の街なみ整備等により、地域社会の発展を目指す。

４．目標を定量化する指標等

指 標 定 義 従前値 目標値



(1) 基幹事業の概要

(2)提案事業の概要

(3)関連事業の概要

５．目標を達成するために必要な事業等の概要

○公営住宅等整備事業により公営住宅を整備し、真に住宅に困窮している住民の居住安定を図る。
○公営住宅ストック総合改善事業により公営住宅を改善し、高齢者、障害者及び子育て世帯等に配慮した住環境の提供を図る。
○公営住宅ストック総合改善事業により既存公営住宅の耐震化やバリアフリー化、防火対策を推進する。
○公的賃貸住宅を低廉な家賃で供給するため、公的賃貸住宅家賃低廉化事業を実施し、入居者の居住の安定を図る。
○住宅市街地基盤整備事業により住宅地に関連する公共施設の整備を行い、居住環境の向上を図る。
○優良建築物等整備事業(既存ストック再生型)により地域の防災拠点施設の改修を行い、地域住環境の安全性向上を図る。
○住宅地区改良事業等により改良住宅を改善し、良好な住環境の提供を図る。
○街なみ環境整備事業により各種施設整備や修景を行い、景観向上を図る。
○住宅市街地総合整備事業により老朽住宅等の建替えと公共施設の整備を促進し、住環境改善及び防災性の向上等を図る。
○住宅市街地基盤整備事業により住宅宅地事業に関連する公共施設等の整備を行い、住環境の向上及び住宅宅地供給の促進を図る。
○住宅・建築物安全ストック形成事業により住宅・建築物の耐震性の向上や、アスベスト対策等を実施することで最低限の安全性の確保を図る。
○狭あい道路整備等促進事業により老朽ストックの建替え等の円滑化を図り、狭あい道路の解消による安全な住宅市街地の形成を図る。

効果促進事業
○公営住宅の整備に関連する公共公益施設や駐車場等の整備を行う。
○公営住宅団地の安全性や防犯性等の向上を図るため、老朽住宅の除却を行う。
○公営住宅の建替え及び改善を促進し安定供給を図るため、公営住宅の用地購入や移転費等の補助を行う。
○県民の住宅に対する不安を解消するため、住宅相談・住情報の提供を行う。
○災害時の居住の安全確保を図るため、公営住宅、公共建築物及び民間建築物の耐震化を促進するとともに、地域防災、防犯及び安全対策を推進する。

(4)その他（関連事業など）

○災害時の居住の安全確保を図るため、公営住宅、公共建築物及び民間建築物の耐震化を促進するとともに、地域防災、防犯及び安全対策を推進する。
○高齢者や障害者、子育て世帯等が安心して生活できるよう公営住宅の改善等を行うとともに、定住促進化を図る。
○民間住宅等を買取り供給し、居住の安定確保及び定住化促進を図る。
○公営住宅と連携した公社賃貸住宅(コレクティブハウス)を建設し、地域の多様なニーズに合った住宅の普及促進を図る。
○質の高い住宅づくりを促進するため、地場産材活用推進や地域住宅産業の支援を行う。
○景観向上を図るため、良好な家なみ・まちなみの整備及び形成支援を行う。
○地域の住宅政策を推進するため、各種調査を行う。

○前橋市地域住宅等整備計画に基づく事業
○高崎市地域住宅等整備計画に基づく事業
○群馬県地域住宅等整備計画(復興基本方針関連(全国防災))及び群馬県地域住宅等整備計画(地域住宅計画 群馬地域(2期))(防災・安全)に基づく事業
○まちづくり交付金による公営住宅の供給
○地域優良賃貸住宅の整備
（対象地域：前橋市及び高崎市を除く群馬県全域）

・少子高齢社会に対応するため、子育て世帯や高齢者世帯、障害者世帯などに対する賃貸住宅供給を促進する。
・整備を促進すべき地域は、前橋市及び高崎市を除く群馬県全域とする。
・特別な事情により入居が適当と認められる世帯（一般型）は、災害被災者、都市計画事業等に伴う住宅の除去により住宅を失った者

及び耐震補強のためのリフォーム等により一時的な仮住居を必要とする者とする。
○民間賃貸住宅を活用した住宅セーフティネットの強化に取り組む。



６．目標を達成するために必要な事業等に要する経費等

Ａ 基幹事業 （金額の単位は百万円）

Ａ１ 地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）

交付期間内
事業費

群馬県、伊勢崎市、太田市、
藤岡市、富岡市、長野原町、
明和町、邑楽町

400戸 3,915

群馬県、桐生市、伊勢崎市、
太田市、沼田市、館林市、渋
川市、藤岡市、安中市、みど
り市、吉岡町、下仁田町、中
之条町、草津町、みなかみ
町、玉村町、板倉町、千代田
町、大泉町、邑楽町

6555戸 2,706

群馬県 － 5

桐生市、伊勢崎市、太田市 247戸 61

伊勢崎市 7箇所 1,050

住宅市街地基盤整備事業（Ａ） 伊勢崎市 3地区 302

太田市、富岡市、下仁田町、
中之条町、板倉町、明和町、 1736件 453

事業主体

優良建築物等整備事業（Ａ）

公的賃貸住宅家賃低廉化事業（Ｋ）

規模等
細項目

公営住宅等整備事業（Ｋ）

住宅地区改良事業等（Ｋ）
住宅新築資金等貸付助成事業

住戸改善、耐震診断 等

公営住宅等ストック総合改善事業（Ｋ）
住戸改善、外壁改修、屋根改修、
設備改修、下水接続 等

事業

一部事業が防

災・安全交付金

事業へ移行

中之条町、板倉町、明和町、
大泉町、邑楽町

1736件 453

8,492 Ａ１

Ａｃ 地域住宅計画に基づく事業（提案事業）

交付期間内
事業費

0 Ａｃ

8,492 Ａ１＋Ａｃ

Ａ２ 基幹事業（地域住宅計画に基づく事業以外の事業）

交付期間内
事業費

草津町 1地区 573

みなかみ町 1地区 102

住宅市街地総合整備事業 伊勢崎駅周辺第一地区 伊勢崎市 1地区 426

ローズタウン住宅団地 群馬県 1路線 974

茂呂第一土地区画整理他2地区 群馬県、伊勢崎市 3路線 4,328
住宅市街地基盤整備事業

Ａｃ 小計

小計（Ａ１＋Ａｃ）

事業 事業主体 規模等
細項目

街なみ環境整備事業
クラッシック草津地区

水上地区

公的賃貸住宅家賃低廉化事業（Ｋ）

Ａ１ 小計

事業 事業主体 規模等
細項目



群馬県、桐生市、伊勢崎市、
太田市、沼田市、館林市、渋
川市、藤岡市、安中市、みど
り市、榛東村、吉岡町、下仁
田町、南牧村、甘楽町、中之
条町、嬬恋村、草津町、高山
村、東吾妻町、片品村、川場
村、昭和村、みなかみ町、玉
村町、板倉町、明和町、千代
田町、大泉町、邑楽町

－ 671

渋川市、みなかみ町、板倉
町、明和町、千代田町、邑楽
町

－ 58

群馬県、桐生市、沼田市、館
林市、渋川市、藤岡市、安中
市

－ 597

桐生市、太田市、沼田市、渋
川市、榛東村、みなかみ町

－ 598

小計（Ａ２） 8,327 Ａ２

小計（Ａ１＋Ａｃ＋Ａ２） 16,819 Ａ１＋Ａ２＋Ａｃ

Ｂ 関連事業（関連社会資本整備事業） （金額の単位は百万円）
Ｂ 関連社会資本整備

交付期間内
事業費

規模等

住宅・建築物安全ストック形成事業

住宅・建築物耐震改修事業

住宅・建築物アスベスト改修事業

狭あい道路整備等促進事業

狭あい道路情報整備等事業

狭あい道路拡幅整備事業

事業 事業主体

小計（Ｂ） 0 Ｂ

Ｃ 関連事業（効果促進事業） （金額の単位は百万円）
Ｃ 効果促進事業

交付期間内
事業費

群馬県、伊勢崎市、邑楽町 － 96

桐生市、太田市、沼田市、渋
川市、長野原町、明和町、邑
楽町

480台 51

群馬県、伊勢崎市、太田市、
沼田市、渋川市、安中市、長
野原町、邑楽町

452件 72

事業 事業主体 規模等
細項目

関連施設等整備

駐車場整備

移転費補助



群馬県、桐生市、伊勢崎市、
太田市、沼田市、館林市、藤
岡市、安中市、みなかみ町

－ 170

群馬県、長野原町、邑楽町 4箇所 393

伊勢崎市 － 36

太田市、中之条町 120戸 14

群馬県、太田市 － 96

群馬県、草津町 － 49

みどり市 － 1

渋川市、板倉町 173戸 4

群馬県 － 5

群馬県 － 45

群馬県、伊勢崎市、玉村町、
邑楽町

－ 69

公営住宅等関連事業

除却工事

用地取得

共用灯ＬＥＤ化改修

下水接続

風呂釜等設置

住戸内手すり設置

公営住宅耐震診断・耐震設計

福祉施設導入企画調査・基本構想策定

公営住宅高齢者等見守り事業

公営住宅入居管理システム整備

共用部手すり設置

邑楽町
－ 69

安中市 1団地 1

群馬県地域住宅協議会 1団地 121

渋川市、中之条町 320戸 159

群馬県、伊勢崎市 － 16

桐生市、伊勢崎市、太田市、
沼田市、渋川市、藤岡市、安
中市、板倉町、明和町、千代
田町、大泉町、邑楽町

39件 17

太田市、邑楽町 1件 1

群馬県 － 41

沼田市 158箇所 5

伊勢崎市、長野原町 － 90

公共施設耐震化事業

民間住宅耐震改修事業

民間住宅耐震診断事業

高齢者の住まいスプリンクラー設置費助
成事業

地域防災推進事業 防災無線整備

防犯灯設置

安全・安心対策事業

公営住宅入居管理システム整備

地デジ対応整備

公社賃貸住宅（コレクティブハウス）建設

雇用促進住宅買取



渋川市 814件 10

渋川市、昭和村 226戸 36

下仁田町、南牧村、甘楽町 182件 26

群馬県 1620件 613

群馬県 － 1

団地関連道路整備 伊勢崎市 － 8

安中市 60件 2

渋川市 260件 16

群馬県 － 78

伊勢崎市、太田市 － 13

草津町 1地区 353

小計（Ｃ） 2,708 Ｃ

合計（Ａ１＋Ａｃ＋Ａ２＋Ｂ＋Ｃ） 19,527
Ａ１＋Ａｃ＋Ａ２＋Ｂ＋Ｃ

良好な住環境推進事業

ぐんまの木で家づくり支援事業

地域住環境改善対策支援

生垣奨励事業

省エネ化等住宅リフォーム

住宅相談・住情報提供 ぐんま住まいの相談センタ－ 他

住宅政策推進調査 住生活基本計画基礎調査

良好な街なみ環境整備促進事業 湯畑広場再開発事業

街なか居住・定住促進事業

勤労者住宅建設等資金利子補給事業

借上賃貸住宅事業

民間住宅建設等助成事業

その他関連する事業（防災・安全交付金事業（社会資本整備総合交付金事業からの移行分）） （金額の単位は百万円）

Ａ１’ 地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）

交付期間内
事業費

群馬県、伊勢崎市、太田市、
沼田市、富岡市、長野原町、
邑楽町

199戸 1,671

群馬県、伊勢崎市、太田市、
沼田市、富岡市、みどり市、
吉岡町、長野原町、東吾妻
町、みなかみ町、玉村町、板
倉町、大泉町、邑楽町

1668戸 1,931

3,602 Ａ１’

Ａｃ’ 地域住宅計画に基づく事業（提案事業）

交付期間内
事業費

0 Ａｃ’

3,602 Ａ１’＋Ａｃ’

Ａ２’ 基幹事業（地域住宅計画に基づく事業以外の事業）

交付期間内
事業費

住宅市街地総合整備事業 伊勢崎駅周辺第一地区 伊勢崎市 1地区 315

事業主体

規模等
細項目

規模等
細項目

公営住宅等整備事業（Ｋ）

小計（Ａ１’＋Ａｃ’）

事業 事業主体 規模等
細項目

公営住宅ストック総合改善事業（Ｋ） 外壁改修・屋上防水改修等

事業 事業主体

Ａ１’ 小計

Ａｃ’ 小計

事業



群馬県、桐生市、伊勢崎市、
太田市、沼田市、館林市、渋
川市、藤岡市、安中市、みど
り市、榛東村、吉岡町、下仁
田町、南牧村、甘楽町、中之
条町、嬬恋村、草津町、高山
村、東吾妻町、片品村、川場
村、昭和村、みなかみ町、玉
村町、板倉町、明和町、千代
田町、大泉町、邑楽町

－ 258

渋川市、みなかみ町、板倉
町、明和町、千代田町、邑楽
町

－ 21

小計（Ａ２’） 594 Ａ２’

小計（Ａ１’＋Ａｃ’＋Ａ２’） 4,196 Ａ１’＋Ａ２’＋Ａｃ’

Ｂ’ 関連社会資本整備
交付期間内
事業費

小計（Ｂ’） Ｂ’

Ｃ’ 効果促進事業

交付期間内
事業費

富岡市 20 3

群馬県、伊勢崎市 － 112

規模等

住宅・建築物安全ストック形成事業

事業 事業主体

事業 事業主体 規模等

公共施設耐震化事業

細項目

住宅・建築物耐震改修事業

公営住宅等関連事業

住宅・建築物アスベスト改修事業

桐生市、伊勢崎市、太田市、
沼田市、渋川市、藤岡市、安
中市、板倉町、明和町、千代
田町、大泉町、邑楽町

95件 78

太田市、邑楽町 24件 2

小計（Ｃ’） 195 Ｃ’

合計（Ａ１’＋Ａｃ’＋Ａ２’＋Ｂ’＋Ｃ’） 4,391

12.1% （（Ａｃ＋Ａｃ’）＋（Ｃ＋Ｃ’））／（（Ａ１＋Ａ１’）＋（Ａｃ＋Ａｃ’）＋（Ａ２＋Ａ２’）＋（Ｂ＋Ｂ’）＋（Ｃ＋Ｃ’））

民間住宅耐震診断事業

民間住宅耐震改修事業

効果促進事業等の割合

安全・安心対策事業



（金額の単位は百万円）

Ａ１’’’ 地域住宅計画に基づく事業（基幹事業）

交付期間内
事業費

群馬県、桐生市、富岡市、榛
東村、東吾妻町、片品村

160戸 473

群馬県 26台 59

桐生市、榛東村 － 10

542 Ａ１’’’

Ａ２’’’ 基幹事業（地域住宅計画に基づく事業以外の事業）
交付期間内
事業費

群馬県、沼田市、渋川市、榛
東村、吉岡町、中之条町、長
野原町、東吾妻町、板倉町、
大泉町、邑楽町

－ 781

小計（Ａ２’’’） 781 Ａ２’’’
1,323 Ａ１’’’＋Ａ２’’’

Ｃ’’’ 効果促進事業

交付期間内
事業費

伊勢崎市 1施設 250
小計（Ｃ’’’） 250 Ｃ’’’

※交付期間内事業費は概算事業費
（参考）その他関連事業

規模等
細項目

事業主体 規模等
細項目

公営住宅等ストック総合改善事業（Ｋ） 耐震改修等

事業

公営住宅等ストック総合改善事業（Ｋ） エレベーター地震対策改修等

改良住宅耐震改修等

その他関連する事業（旧計画：群馬県地域住宅等整備計画（復興基本方針関連（全国防災）））
※整備計画間の効果促進事業に係る事業費の割合の調整は無い。

事業主体

Ａ１’’’ 小計

災害対策拠点施設耐震化事業 消防庁舎再整備

事業

事業

合計（Ａ’’’）

規模等
細項目

事業主体

住宅地区改良事業等（Ｋ）

住宅・建築物安全ストック形成事業 耐震改修事業等、緊急輸送道路沿道調査

（参考）その他関連事業
（参考）関連事業

前橋市 －
高崎市 －

まちづくり交付金 公営住宅整備 下仁田町 8戸
ローズタウン住宅団地 前橋市 1路線

規模

住宅市街地基盤整備事業

事業 事業主体
細項目

前橋市地域住宅等整備計画に基づく事業
公営住宅建設及び改善、優良建築物等整備事業等

公営住宅建設及び改善、住宅関連助成事業等

高崎市地域住宅等整備計画に基づく事業



７．法第６条第６項の規定に基づく公営住宅建替事業に関する事項

※法第６条第６項に規定する公営住宅建替事業に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第12条に規定する施行要件の特例の対象となります。

８．法第６条第７項の規定に基づく配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項

９．その他公的賃貸住宅等の管理等に関する事項

「法」とは、「地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法」をいう。

※法第６条第７項に規定する配慮入居者及び特定優良賃貸住宅の賃貸に関する事項を地域住宅計画に記載する場合には、法第13条に規定する特定優良賃貸住宅の入居者の資格に係る認定の基準の
特例の対象となります。（ただし、一定の要件を満たすことが必要です。）

真の生活困窮者に入居機会を与え、また、入居資格の再チェックのため、公営住宅の入居年数を１０年以内の期限付きとする「定期入
居制度」を導入する。（伊勢崎市）


